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高山市公設地方卸売市場業務条例の一部を改正する条例 

高山市公設地方卸売市場業務条例（昭和４９年高山市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

目次 目次 

第１章 総則（第１条～第４条） 第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 市場関係者 第２章 市場関係者 

 第１節 卸売業者（第５条～第１５条）  第１節 卸売業者（第５条―第１５条） 

 第２節 買受人（第１６条～第２０条）  第２節 買受人（第１６条―第２０条） 

第３章 売買取引及び決済の方法（第２１条～

第４５条） 

第３章 売買取引及び決済の方法（第２０条の

２―第４５条の２） 

第３章の２ 卸売の業務に関する品質管理（第

４５条の２） 

第３章の２ 卸売の業務に関する品質管理（第

４５条の３） 

第４章 市場施設の使用（第４６条～第５３

条） 

第４章 市場施設の使用（第４６条―第５３

条） 

第５章 監督（第５４条～第５６条） 第５章 監督（第５３条の２―第５６条） 

第６章 （略） 第６章 （略） 

第７章 雑則（第５８条～第６８条） 第７章 雑則（第５８条―第６８条） 

附則 附則 

  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、卸売市場法（昭和４６年法

律第３５号。以下「法」という。）及び岐阜県

卸売市場条例（昭和４６年岐阜県条例第３５

号）の規定に基づき、高山市公設地方卸売市場

（以下「市場」という。）の業務の運営及び施

設の管理その他必要な事項を定め、その適正か

つ健全な運営を確保することにより、生鮮食料

品等の取引の適正化及び流通の円滑化を図り、

もつて地域住民の生活の安定に資することを

目的とする。 

第１条 この条例は、卸売市場法（昭和４６年法

律第３５号。以下「法」という。）の規定に基

づき、高山市公設地方卸売市場（以下「市場」

という。）の業務の運営及び施設の管理その他

必要な事項を定め、その適正かつ健全な運営を

確保することにより、生鮮食料品等の取引の適

正化及び流通の円滑化を図り、もつて地域住民

の生活の安定に資することを目的とする。 

  

（用語の意義） （用語の意義） 

第１条の２ （略） 第１条の２ （略） 



２ この条例において「卸売業者」とは、法第５

８条第１項の規定により岐阜県知事（以下「知

事」という。）の許可を受けた者をいう。 

２ この条例において「卸売業者」とは、第５条

の２第１項の規定により市長の許可を受けた

者をいう。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

  

 （開設者の責務） 

 第１条の３ 市長は、市場の業務の運営に関し、

出荷者、卸売業者、買受人及び第２６条第１項

ただし書の規定により売買取引を行うことが

できる者（以下これらを「取引参加者」という。）

に対して、不当に差別的な取扱を行つてはなら

ない。 

  

（卸売業者の数） （卸売業者の数） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

  

 （卸売業者の許可） 

 第５条の２ 市場において卸売の業務を行おう

とする者は、市長の許可を受けなければならな

い。 

 ２ 前項の許可を受けようとする者は、規則で定

めるところにより許可申請書を市長に提出し

なければならない。 

 ３ 市長は、第１項の許可の申請が次の各号の一

に該当する場合を除き、同項の許可をするもの

とする。 

 ⑴ 申請者が破産手続開始の決定を受けて復

権を得ない者であるとき。 

 ⑵ 申請者が法の規定により罰金の刑に処せ

られ、その刑の執行を終わり、又はその刑の

執行を受けることがなくなつた日から起算

して２年を経過しない者であるとき。 

 ⑶ 申請者が第５条の６又は第５６条第１項

の規定による許可の取消しを受け、その取消



しの日から起算して１年を経過しない者で

あるとき。 

 ⑷ 申請者が法人であつてその業務を執行す

る役員のうちに前２号に該当する者がある

とき。 

 ⑸ 申請者が買受人又はこれらの者の役員若

しくは使用人であるとき。 

 ⑹ 申請者が卸売の業務を行う者として必要

な知識、経験及び資力信用を有しない者であ

るとき。 

 ⑺ その許可をすることによつて卸売業者の

数が前条の最高限度を超えることとなると

き。 

  

 （事業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分

割） 

 第５条の３ 卸売業者が事業の譲渡しをしよう

とするときは、譲渡人及び譲受人は、譲渡し及

び譲受けについて市長の認可を受けなければ

ならない。 

 ２ 卸売業者である法人が合併（卸売業者である

法人と卸売業者でない法人が合併して卸売業

者である法人が存続する合併を除く。）又は分

割（市場における卸売の業務を承継させる場合

に限る。）をしようとするときは、当該合併又

は分割について市長の認可を受けなければな

らない。 

 ３ 前２項の認可を受けようとする者は、規則で

定めるところにより、申請書を市長に提出しな

ければならない。 

 ４ 前条第３項の規定は、第１項又は第２項の認

可について準用する。 

 ５ 第１項の規定により認可を受けた譲受人及

び第２項の規定により認可を受けて合併後存



続する法人若しくは合併により設立された法

人又は分割により当該業務を承継した法人は、

卸売業者の地位を承継する。 

  

 （相続） 

 第５条の４ 卸売業者が死亡した場合において、

相続人（相続人が２人以上である場合におい

て、その協議により当該卸売業者の市場におけ

る卸売の業務を承継すべき相続人を定めたと

きは、その者）が被相続人の行つていた当該業

務を引き続き行おうとするときは、市長の認可

を受けなければならない。 

 ２ 前項の認可を受けようとする者は、規則で定

めるところにより、被相続人の死亡後６０日以

内に、申請書を市長に提出しなければならな

い。 

 ３ 相続人が第１項の申請をした場合において

は、被相続人の死亡の日からその認可があつた

旨又はその認可をしない旨の通知を受ける日

までの間は、被相続人に対してした第５条の２

第１項の許可は、その相続人に対してしたもの

とみなす。 

 ４ 第５条の２第３項の規定は、第１項の認可に

ついて準用する。 

 ５ 第１項の認可を受けた者は、卸売業者の地位

を継承する。 

  

 （名称変更等の届出） 

 第５条の５ 卸売業者は、次の各号の一に該当す

る場合には、遅滞なくその旨を市長に届け出な

ければならない。 

 ⑴ 氏名若しくは名称、商号又は住所を変更し

たとき。 

 ⑵ 法人である場合にあつては、定款、資本金



若しくは出資の額又は役員を変更したとき。 

 ⑶ 卸売の業務を行うことを廃止したとき。 

 ２ 卸売業者が死亡し、又は解散したときは、当

該卸売業者の相続人又は清算人は、遅滞なくそ

の旨を市長に届け出なければならない。 

  

 （卸売業者の許可の取消し） 

 第５条の６ 市長は、卸売業者が第５条の２第３

項第１号から第６号までのいずれかに該当す

ることとなつたときは、その許可を取り消すも

のとする。 

  

（保証金の預託等） （保証金の預託等） 

第６条 卸売業者は、知事から卸売の業務の許可

を受けた日から起算して３０日以内に規則で

定める誓約書を添えて保証金を市長に預託し

なければならない。 

第６条 卸売業者は、市長から卸売の業務の許可

を受けた日から起算して３０日以内に規則で

定める誓約書を添えて保証金を市長に預託し

なければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（せり人の登録） （せり人の登録） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 市長は、第１項の登録の申請があつた場合に

おいて、申請に係るせり人が次の各号の一に該

当するときは、その登録をしてはならない。 

４ 市長は、第１項の登録の申請があつた場合に

おいて、申請に係るせり人が次の各号の一に該

当するときは、その登録をしてはならない。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 法の規定により罰金以上の刑に処せられ、

その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を

受けることがなくなつた日から起算して２

年を経過しない者であるとき。 

⑵ 法の規定により罰金の刑に処せられ、その

刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受け

ることがなくなつた日から起算して２年を

経過しない者であるとき。 

⑶～⑸ （略） ⑶～⑸ （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

  

第３章 売買取引及び決済の方法 第３章 売買取引及び決済の方法 



  

 （売買取引の原則） 

 第２０条の２ 市場における売買取引は、公正か

つ効率的でなければならない。 

  

（卸売業者の業務の規制） （卸売業者の業務の規制） 

第２４条 卸売業者は、市場に係る地方卸売市場

開設区域内において法第５８条第１項の許可

に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等

の卸売その他の販売をしようとするときは、当

該許可に係る卸売の業務として卸売をする場

合を除き、次の各号に掲げる事項を記載した承

認申請書を、あらかじめ市長に申請して承認を

受けなければならない。当該申請の内容を変更

しようとする場合も同様とする。 

第２４条 卸売業者は、市場に係る地方卸売市場

開設区域内において第５条の２第１項の許可

に係る取扱品目の部類に属する生鮮食料品等

の卸売その他の販売をしようとするときは、当

該許可に係る卸売の業務として卸売をする場

合を除き、次の各号に掲げる事項を記載した承

認申請書を、あらかじめ市長に申請して承認を

受けなければならない。当該申請の内容を変更

しようとする場合も同様とする。 

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（差別的取扱の禁止） （差別的取扱の禁止） 

第２５条 卸売業者は、市場における卸売の業

務に関し、出荷者又は買受人に対して不当に

差別的な取扱をしてはならない。 

第２５条 卸売業者は、市場における卸売の業

務に関し、出荷者、買受人及び第２６条第１項

ただし書の規定により売買取引を行うことが

できる者に対して不当に差別的な取扱をして

はならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（卸売業者についての卸売の相手方としての

買受の禁止） 

（卸売業者についての卸売の相手方としての

買受の禁止） 

第２９条 卸売業者（その役員及び使用人を含

む。）は、市場においては、法第５８条第１項

の許可に係る物品についてされる卸売の相手

方として物品を買い受けてはならない。 

第２９条 卸売業者（その役員及び使用人を含

む。）は、市場においては、第５条の２第１項

の許可に係る物品についてされる卸売の相手

方として物品を買い受けてはならない。 

  

（卸売業者の買受物品等の制限） （卸売業者の買受物品等の制限） 



第２９条の２ 卸売業者は、市場において法第５

８条第１項の許可に係る取扱品目の部類に属

する物品の卸売をしたときは、市長が卸売の適

正かつ健全な運営を阻害するおそれがないと

認める場合を除くほか、買受人から当該卸売に

係る物品の販売の委託を引き受け、又は買い受

けてはならない。 

第２９条の２ 卸売業者は、市場において第５条

の２第１項の許可に係る取扱品目の部類に属

する物品の卸売をしたときは、市長が卸売の適

正かつ健全な運営を阻害するおそれがないと

認める場合を除くほか、買受人から当該卸売に

係る物品の販売の委託を引き受け、又は買い受

けてはならない。 

  

 （委託手数料以外の報償の収受の禁止）  （委託手数料以外の報償の収受の禁止） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

  

 （売買取引条件の公表） 

 第３０条の２ 卸売業者は、次に掲げる事項につ

いて、インターネットの利用その他の適切な方

法により公表しなければならない。 

 ⑴ 営業日及び営業時間 

 ⑵ 取扱品目 

 ⑶ 生鮮食料品等の引渡しの方法 

 ⑷ 委託手数料その他の生鮮食料品等の卸売

に関し出荷者又は買受人が負担する費用の

種類及び内容並びにその額 

 ⑸ 生鮮食料品等の卸売に係る販売代金の支

払期日及び支払方法 

 ⑹ 奨励金がある場合には、その種類、内容及

び額（その交付の基準を含む。） 

  

（卸売予定数量等の掲示） （卸売予定数量等の公表） 

第３７条 （略） 第３７条 （略） 

 ２ 卸売業者は、毎開場後、当日卸売をした物品

について、卸売の数量及び卸売価格を、販売終

了後速やかに、市場の見やすい場所に掲示しな

ければならない。 

 ３ 卸売業者は、その月の前月の委託手数料の種

類ごとの受領額及び奨励金がある場合にあつ



ては、その月の前月の奨励金の種類ごとの交付

額（第３０条の２の規定によりその条件を公表

した委託手数料及び奨励金に係るものに限

る。）を公表しなければならない。 

  

（卸売予定数量等の公表）  

第３８条 （略） 第３８条 （略） 

  

 （完納奨励金の交付）  （完納奨励金の交付） 

第４５条 （略） 第４５条 （略） 

  

 （決済の方法） 

 第４５条の２ 市場における売買取引の決済は、

第３９条から前条までに定めるもののほか、取

引参加者当事者間で決定した支払方法により、

取引参加者当事者間で決定した支払期日まで

に行わなければならない。 

  

第４５条の２ （略） 第４５条の３ （略） 

  

第５章 監督 第５章 監督 

  

 （卸売業者の事業報告書の提出等） 

 第５３条の２ 卸売業者は、事業年度ごとに規則

で定めるところにより事業報告書を作成し、当

該事業年度経過後９０日以内に市長及び指定

管理者に提出しなければならない。 

 ２ 卸売業者は、前項の事業報告書の提出を行つ

たときは、速やかに事業報告書のうち合計貸借

対照表及び合計損益計算書の写しを作成し、１

年間主たる事務所に備えておかなければなら

ない。 

 ３ 卸売業者は、当該卸売業者に対して市場にお

ける卸売のための販売又は販売の委託をした



者から、前項の写しを閲覧したい旨の申出があ

つたときは、次に掲げる正当な理由がなければ

これを拒んではならない。 

 ⑴ 当該卸売業者に対し卸売のための販売の

委託又は販売をする見込みがないと認めら

れる者から閲覧の申出がなされた場合 

 ⑵ 安定的な決済を確保する観点から当該卸

売業者の財務の状況を確認する目的以外の

目的に基づき閲覧の申出がなされたと認め

られる場合 

 ⑶ 同一の者から短期間に繰り返し閲覧の申

出がなされた場合 

  

（監督処分） （監督処分） 

第５６条 市長は、卸売業者がこの条例若しくは

この条例に基づく規則又はこれらに基づく処

分に違反した場合には、１万円以下の過料を科

し、又は６月以内の期間を定めてその卸売の業

務の全部若しくは一部の停止を命ずることが

できる。 

第５６条 市長は、卸売業者がこの条例若しくは

この条例に基づく規則又はこれらに基づく処

分に違反した場合には、１万円以下の過料を科

し、第５条の２第１項の許可を取り消し、又は

６月以内の期間を定めてその卸売の業務の全

部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（市場秩序の保持等） （市場秩序の保持等） 

第６１条 市場へ入場するものは、市場の秩序を

乱し、又は公共の利益を害する行為を行つては

ならない。 

第６１条 取引参加者及び市場へ入場する者は、

市場の秩序を乱し、又は公共の利益を害する行

為を行つてはならない。 

２ 指定管理者は、市場秩序の保持又は公共の利

益の保全を図るため必要があると認めたとき

は、市場入場者に対して入場の制限その他必要

な措置をとることができる。 

２ 市長及び指定管理者は、市場秩序の保持又は

公共の利益の保全を図るため必要があると認

めたときは、取引参加者又は市場へ入場する者

に対して取引又は入場の制限その他必要な措

置をとることができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年６月２１日（以下「施行日」という。）から施行する。 



 （準備行為） 

２ 改正後の高山市公設地方卸売市場業務条例の規定により市場において卸売の業務を行うために

必要な行為は、施行日前においても行うことができる。 

 （経過措置） 

３ 施行日前に岐阜県卸売市場条例（昭和４６年岐阜県条例第３５号）第６条第１項の規定により

岐阜県知事の卸売の業務の許可を受けている卸売業者が施行日以後もその業務を継続する場合は、

当該卸売業者は改正後の第５条の２に規定する市長の許可を受けた卸売業者とみなす。 

４ 改正前の第６条の規定により卸売業者が預託した保証金は、当該卸売業者が施行日以後も引き

続き卸売の業務を継続する場合は、改正後の第６条の規定により預託した保証金とみなす。 

 


